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2020年度の
達成状況

宣言２

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に
取り組む自治体を1,500市町村、広域連合を47団体とする。
その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。
＊2019年度より目標を800市町村から1,500市町村、24広域連合から47広域連合に上方修正

1,292

生活習慣病重症化予防の取組のうち、
①対象者の抽出基準が明確であること ②かかりつけ医と連携した取組であること
③保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること ④事業の評価を実施すること
⑤取組の実施にあたり、地域の実情に応じて各都道府県の糖尿病対策推進会議等との連携
（各都道府県による対応策の議論や取組内容の共有）を図ること
※取組方法については、受診勧奨、保健指導、受診勧奨と保健指導を一体化した取組等の中から地域の実情に応じ
適切なものを選択する。

※国保は糖尿病性腎症重症化予防にかかる取組を対象としているが、後期高齢者は、その特性からそれ以外の取組についても
対象とする。

※①②③④は必須要件、⑤は糖尿病性腎症重症化予防にかかる取組について必須要件

市町村

【
達
成
要
件
】

昨年比109% 2016年比1,095%

宣言２の達成状況について
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目標達成率

86.1%



かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を1,500市町村、広域連合
を47団体とする。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。宣言２

重症化予防に取り組む自治体の状況（市町村国保）
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状

重症化予防に取り組む自治体の状況（市町村国保）

５つの要件の達成状況

①対象者の抽出基準が明確であること

②かかりつけ医と連携した取組であること

③保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること

④事業の評価を実施すること

⑤取組の実施にあたり、地域の実情に応じて各都道府県の糖
尿病対策推進会議等との連携（各都道府県による対応策の
議論や取組内容の共有など）を図ること

全要件達成数（対象保険者）

全 自 治 体
（1,716市町村）
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かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を1,500市町村、広域連合
を47団体とする。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。宣言２



○重症化予防に取り組む市町村及び広域連合は増加しているが、なお小規模自治体を中心に都道府県ごとに差がみられること
から、引き続き取組自治体を増やすとともに、今後は地域における重症化予防の取組の充実・底上げを図る。

○特に、以下の点に留意する。
①都道府県の体制整備（都道府県版プログラム改定等）の推進
②市町村と糖尿病対策推進会議等との連携の強化
③対象者層の明確化とそれに応じた適切な介入の推進

糖尿病性腎症重症化予防の基本的な方向性
基本的な方向性

５．保険者努力支援制度、後期高齢者医療制度の保険者インセンティブによる評価
○取組の質の向上に向けて評価指標を見直し
・過年度の実施状況等を見つつ、日本健康会議重症化予防WGでの議論も踏まえ、翌年度の評価指標を設定

４．取組に対する財政支援 ※予防・健康づくり支援交付金の積極的な活用を推進
○市町村が実施する保健事業に対する助成

・国保ヘルスアップ事業 ※市町村が実施する特定健診未受診者対策、生活習慣病重症化予防等に係る経費等を助成する

○都道府県が実施する保健事業等に対する助成

・都道府県国保ヘルスアップ支援事業 ※都道府県が実施する基盤整備、現状把握・分析等に係る経費等を助成する

○広域連合が実施する保健事業に対する助成
※高齢者の低栄養防止・重症化予防等に係る経費を助成する

１．重症化予防WGにおける検討の深掘り
・取組状況の把握（調査実施等） ・重症化予防の推進支援等の検討

今後の予定

３．重症化予防事業の更なる推進等
・好事例の収集、自治体規模等に応じた事例の公表等
・効果的な研修方法の検討（国保中央会実施）
・47都道府県にて自治体職員対象セミナーの実施（国
保連合会実施）

２．調査研究

○介入・支援の効果やエビデンスを検証
・研究班等（プログラムに基づく介入効果の検討等）
・大規模実証事業（優先的に介入すべき対象群の検討等）

④保険者・かかりつけ医・専門医・専門職による連携の強化
⑤保険者間の連携・一体実施

4



国保中央会による糖尿病性腎症重症化予防セミナーの効果的な研修方法の検討

KDBシステムの活用

研修を企画する前に担当者がおさえるべきポイント

糖尿病性腎症重症化予防セミナー研修プログラムの作成

研修プログラム（研修開催～評価）

国保中央会と国保連合会が研修を実施する意義

KDBシステムを活用した対象者の概数把握と抽出

兵庫県国保連合会によるKDB活用の説明

○KDBシステムを活用した支援
○支援・評価委員会の協力による継続した支援
○地域の実情を理解し、地域の特性に応じた支援

国保連合会の
強み

糖尿病性腎症対象者の概数把握（フローチャート）
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糖尿病性腎症重症化予防セミナーワーキング・グループの設置



国保連合会による糖尿病性腎症重症化予防セミナーの開催状況

兵庫県国保連合会でのセミナー開催の様子

県からの説明 取組事例の発表 参加者によるグループワーク

他に 都道府県、保健所、国保組合、後期高齢者医療広域連合などが参加

945自治体

令和元年度のセミナー参加自治体数

55.1％

令和元年度のセミナー開催連合会数

29連合会 61.7％

糖尿病性腎症重症化予防セミナーを開催した連合会は、47の国保連合会のうち29連合会（61.7％）、参加
自治体数は、全国で945自治体（55.1％）であった。セミナーの内容が課題解決につながったと回答した自治体
は、回答があった573自治体のうち489自治体（85.3％）であり、セミナーの内容が課題解決につながった割合が
高かった。

セミナーが課題解決につながったか

n=573
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課題解決につながった

489 （85.3%）

課題解決につながらなかった

63 （11.0%）

（未回答）

21 （3.7%）



宣言３
予防・健康づくりに向けて、47都道府県の保険者協議会
すべてが地域と職域が連携した予防に関する活動を実施する。

宣言３の達成状況について

「更なる取組」についても昨年度より取組が進んでいる（40協議会が実施）

・ 医療費の調査分析等のための人材育成の実施
・ 医療関係者、企業、大学等の幅広い関係者の参画
・ 都道府県による中核的な役割の発揮（国保連と共同での事務局運営など）
・ 後発医薬品の使用促進や重複投薬等の適正化のための取組

更なる取組のポイント
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47 すべての協議会2020年度の
達成状況

１：特定健診・保健指導の実施率向上 ２：保険者横断的な医療費の調査分析
３：特定健診データの保険者間の移動の推進 ４：保険者横断的な予防・健康づくり等の取組

宣言の達成要件

目標達成率

100%



地域と職域が連携した予防に関する活動に取り組む保険者協議会
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宣言３
予防・健康づくりに向けて、47都道府県の保険者協議会
すべてが地域と職域が連携した予防に関する活動を実施する。

１：特定健診・保健指導の実施率向上 【１項目以上の達成で大項目を達成、2項目以上で「更なる取組」達成】

① 実施率の高い保険者の取り組み例の共有や、保険者共同での広報活動（ポスター作成、住民や医療関係者
への働きかけ等）を行っている。

② 集合契約の連絡調整に加えて、被用者保険の被扶養者向け健診と自治体のがん検診等の同時実施や、保険
者での独自のがん検診等の実施など、健診の魅力を高めるための保険者と医療関係者との連絡調整を広く行って
いる。

③ 被用者保険の特定健診と国保・市町村の住民健診の共同実施など、都道府県内の保険者共同での健診実施
や、保険者間での健診実施の委託契約の締結に向けて、保険者協議会が連絡調整や支援をしている。

２：保険者横断的な医療費の調査分析 【 １項目以上の達成で大項目を達成、2項目以上で「更なる取組」達成】

④ 国保データベース（KDB）システム等を活用した調査分析の研修会や被用者保険等への分析結果の提供、管
内の保険者によるデータヘルスの取組事例の共有など、保険者によるデータヘルスの効果的な取組を広げている。

⑤ データの提供が可能な保険者から医療費データを取得するなど、保険者横断的な医療費や医療サービスの利用
状況等に関する分析を行い、各保険者への分析結果の提供などを行っている。

⑥ 【追加の取組】医療費の調査分析等のための人材育成を行う。

宣言の達成要件



地域と職域が連携した予防に関する活動に取り組む保険者協議会
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宣言３
予防・健康づくりに向けて、47都道府県の保険者協議会
すべてが地域と職域が連携した予防に関する活動を実施する。

３：特定健診データの保険者間の移動の推進
⑦ 特定健診・保健指導は、医療費適正化の観点から保険者が共通で取り組む法定義務の取組である。加入者が
移動した場合、法令上、旧保険者は現保険者の求めに応じて特定健診データを提供しなければならないとされてい
ることの重要性を認識し、国が整備した様式やルールの周知など、管内の保険者に対する働きかけを行っている。

４：保険者横断的な予防・健康づくり等の取組【⑧の達成で大項目達成、⑧～⑩の2項目以上で「更なる取組」達成】

⑧ 健康教室やウォーキング大会の共同開催や協賛、後発医薬品の使用促進、受動喫煙防止の働きかけ、医療資
源を大切にする患者教育など、保険者横断的な予防・健康づくりや医療費適正化等の活動をしている。

⑨ 【追加の取組】住民の健康増進について、医療関係者、企業、大学等の幅広い関係者と課題や認識を共有し、
行政と民間が協力しながら住民に働きかけ、取組を進める観点から、制度や組織の垣根を越えて、広く産官学の関
係者が一体となって健康づくりを推進する。例えば、都道府県等が中心となり「地域版日本健康会議」（又はこれに
類する会議体）を、保険者協議会と連携しながら開催する、又は当該関係者の参画及び助言を得ながら保険者
協議会を開催する。

⑩ 【追加の取組】保険者協議会の事務局を、都道府県が自ら担う、又は国民健康保険団体連合会と共同で担って
いる。

５：後発医薬品の使用促進や重複投薬等の適正化のための取組【更なる取組】

⑪ 【追加の取組】後発医薬品の使用促進または重複投薬等の適正化について、後発医薬品協議会や地域の医療
関係者と連携した取組（例えば、後発医薬品の使用率の実態調査や重複投薬等の適正化の先進事例の共有
等）を行っている。

宣言の達成要件



地域と職域が連携した予防に関する活動に取り組む保険者協議会
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宣言３
予防・健康づくりに向けて、47都道府県の保険者協議会
すべてが地域と職域が連携した予防に関する活動を実施する。

要件
2016年
3月時点

2017年
3月時点

2018年
3月時点

2019年
3月時点

2020年
3月時点

１：特定健診・保健指導の実施率向上

① 11 41 45 46 46

② 24 23 29 34 35

③ 25 19 28 33 33

２：保険者横断的な医療費の調査分析

④ 2 42 46 45 43

⑤ 12 28 37 40 42

⑥※追加 - - 28 41 41

３：特定健診データの保険者間の移動の推進 ⑦ 0 47 47 47 47

４：保険者横断的な予防・健康づくり等の取組、
都道府県民の健康増進の推進体制、都道府
県の中核的役割の発揮

⑧ 0 47 47 47 47

⑨※追加 - - 31 37 37

⑩※追加 - - 36 45 46

５：後発医薬品の使用促進や重複投薬等の適
正化のための取組

⑪※追加 - - 37 44 46

宣言３達成数 / 「更なる取組」達成数 0/- 47/- 47/27 47/37 47/40



群馬県保険者協議会の取組～都道府県との共催による研修会の開催～

講演・説明 講師

第3期群馬県医療費適正化計画について
群馬県健康福祉部
地域包括ケア推進室

「医療費関連データの見方と保険者における活用のポイント」
国立保健医療科学院
生涯健康研究部長 横山 徹爾 氏

データからみる群馬県の健康課題と対応
群馬県健康福祉部
保健予防課・薬務課

国保におけるKDBシステムを活用した医療費分析について 群馬県国民健康保険団体連合会

保険者等への医療費関連データの提供について
群馬県健康福祉部
地域包括ケア推進室

群馬県では、「宣言3 保険者横断的な医療費の調査分析」の達成要件である更なる取組を推進するために、
「医療費の調査分析等のための人材育成」の一環として、県と保険者協議会が共催にて研修会を開催した。

・市町村３０名
・市町村以外の保険者（被用者保険）１５名
・国民健康保険団体連合会４名
・関係団体（医師会）２名
・群馬県（医務課、保健予防課、薬務課、国保援護課、地域包括ケア推進室）１２名

63人が参加

研修プログラム 第3期群馬県医療費適正化計画(抜粋）
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医療費適正化推進のための医療費データ活用研修会


